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今日お話したいと思っているのは、労働市場の変化の中で、学卒就職がどうなるのか。そして、労働市場が変化
した中で、キャリア教育をどう考えればいいのか。市場変化と教育の変化という、そういう絡みでお話したいと思っ
ています。
＊高校生の日本型就職システム
日本の１９８０年代から９０年代初めまでの、日本の学校から職業への基本形は（高校を想定）、学校を卒業したら企
業に入って正社員、というものでした。この高校の就職斡旋っていうのが、８０年代に世界的に評価される仕組みに
なりまして、学校にいるうちに、安定的な収入先に斡旋してしまう、大変成功した仕組みだとされたのです。
１９８０年代、多くの先進諸国では若年失業は大きな問題になりましたが、その中で日本の若年失業を防いでいたの
は、この学卒の就職システムだと言われています。
大学の場合にも、かなり前倒しで対応をするという意味では似た側面がありますが、学校が組織的に斡旋すると
いう意味では、大学と高校で大きな違いがあると思います。
全体として学卒就職の仕組みに乗る人たちの比率は８割方でしたが、近年は６割方まで減って４割の人たちは、
学卒就職ではなくて、違う形（学卒無業やアルバイト、中途退学）で学校を離れていくようになった。こういう変
化が９０年代以降、少し前まで進んでいました。
高卒者の内定状況をみても、９０年代初めまでの景気が良くてなおかつ高卒就職の日本型の仕組みは有効だったと
いわれている時期には、９月の末に７割ぐらいの内定が出てしまうという状態でした。
＊高校における就職指導－成績と出席が決めて
ここで高卒の就職の仕組みを詳しく見てみたいと思います。高卒の内定は、一人一社ずつ調整された結果の内定
です。大卒の場合というのは自由市場です。個人があちこち、何社も受けて、前年の１月頃から就職活動が始まっ
ていくということになります。
高校の就職というのはそういう状態と違って、基本的に労働市場は高校の中で完結していますので、高校に来た
求人を高校の中で斡旋する。一人一社ずつというのが基本です。就職の試験の解禁日は決まっています。
そこで就職試験が実施されます。以前であれば、一回の就職試験で合格する人が７割前後ということでした。一
回の就職試験で、就職先を決めてしまう。学校の中で、大体求人票が来るのが、６月の末から７月の初めぐらいで
す。その後、求人票を高校生たちに開示して、そして自分がどこを受けるかというのを、先生と相談したりしなが
ら決めるわけです。
そこで一番大きな役割を果たすのが、学業成績と出席です。これは学校の都合というだけでなく、実際生徒同士
もお互い納得がいくのが、やはり成績なんですね。成績のいい子が、みんなが行きたがるような企業を受けるとい
うのが、お互いにも納得がいく。結局誰がどこを受けるかという調整を、学校の中で最終的におこないます。
また企業のほうでも、企業によっては、評定何点以上なんていうそういう指定もしますし、さらに、出席状況が
非常に悪い場合には、企業からもクレームがあります。また学校でも出席がとっても大事なポイントですから、大
体これを中心にして、誰がどこを受けるかという情報が流れて、行き先を決めるということになります。行きたい
ところが二人三人とだぶった場合には、校内調整をして、誰がどこを受けるかを決める。そんな、調整をするとい
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うプロセスがあります。
まず、学校の中で完結して、ある求人に対して就職先を学校が配分します。企業がやらないで学校がやるという
のが、日本の高卒の仕組み。その結果として、最初の応募で７割の人が決まる。つまり企業側は落とさないんです
よね、採用試験で。７割決まるってことは、７割落とさないっていうことなんです。
企業は学校推薦で来た生徒を基本的には落とさない。一つの学校に対して一人しか推薦するなというのが基本
で、欲しい数だけぐらいしか、学校に求人票を出さない。そうすると、学校の中で選抜された生徒が応募して、大
体欲しいだけの量の数の人が応募して、それを全員採用する。つまり、企業は求人票を出して、学校の先生が何ら
かの調整はしますけれども、基本的には採用の最前線にあるのは、企業ではなくて学校である。こういう仕組みが
基本になる。
そうすると、企業と学校の間にあるのは、継続的な取引関係なんですよね。特定の学校には特定の企業から毎年
のように求人が来る。そうすると、毎年のように来る求人に対して、学校側も毎年のように安定的な生徒を応募さ
せる。そういう継続的な取引関係。結果として、高校の就職指導でよく悪口で言われるのは、就職指導といっても
要は出口指導だ、と言われておりまして、出るところ、最終的に卒業の段階でなんとかどこかに押し込む。これが
基本です。
＊進路指導の問題点
９０年代とか８０年代はキャリア教育という言い方ではなくて学校進路指導という言い方をしていましたけれども、
進路指導というのは出口だけやるんじゃなくて、学校に入った段階から本人が自分の将来を考えて、やりたいこと
を考えて、あるいは、職業についても色々知って、その上で最終的に、個人が自分で自分の進路を選ぶ。それを助
けるのが進路指導だ、という理屈はずっと言われていたんですけれども、結果的には出口のところで失業させない
ように、一人一社ずつうまく斡旋する。その配分をうまくやるというのが、学校進路指導のすごく大きな役割なん
です。
これが、日本の就職の仕組みとして、ある意味世界に知られたというか。学校の中で斡旋をして失業者を出さな
い仕組みとして成立していたということです。
＊高卒労働市場の「新潟方式」
ただ、新潟県はですね、新潟方式という特別な方式がありまして、ちょっと違うんですよ。新潟方式というのは、
安定所の役割が非常に大きい仕組みです。他の県でも高校に来る求人というのは、それぞれの地域の安定所に確認
印というのを押してもらって、それから持ってくるんですね。ですから求人は一回、必ずハローワークに通す仕組
みになっています。
ただ、新潟県だけの特別な方式として、ハローワークを通じて求人票が確認されてくるというだけではなく、高
校生の応募書類を一回みんなハローワークに集めて、その後ハローワークから応募先の企業に渡すという、そうい
う特別な仕組みを作ってやっています。８０年代半ばからだと思うんですが、長くそういう仕組みでやってます。
そうするとハローワークが市場全体をつかむことができるんですね。それで、各学校に対して、この企業には何
人応募しているか、この企業は今応募者がいないとか、そういう情報が、全員の求人が集まった段階で出せるんで
すね。
つまり、学校単位の市場ではなくて、新潟県内の市場の情報になって学校に対してバックができる。そういう仕
組みが新潟方式という特別の方式です。そうすると、学校の中だけで求人がまとまった話ではなくて、県全体で情
報が動きます。
大体新潟県の特徴というのは、高卒の就職についてみれば、県内の高校生が大体県内の企業に就職します。それ
から、県内の企業も大体が県内の高校生。ある意味で閉じた市場なんですね。だからこそ、そういう情報が生きて
くるわけです。そういう仕組みを作っているのが新潟方式です。これは、８０年代から今に至るまで健在だと思いま
す。
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＊不況過程での高卒労働市場の変化－就職できない構造へ
今までは上で述べたような仕組み・高校と企業の間の取引関係が、全体として流れを作って、高校生の就職を支
えてきました。しかしこの仕組みはその後大きく崩れまして、高校生の求人が急激に減る中で、不況が非常に強く
なった結果として、一人一社、９月の始めで決まる率というのが大きく下がります。
つまり、企業がこれまでは学校推薦を持ってきた生徒はめったに落とさなかったのですが、２００３年頃になると、
もう３割しか通さないものですから、１０人中７割は落とす。企業が落とすようになったというのが現状です。です
から、卒業までなかなか決まらない生徒というのも、だんだんでてきてしまう。
また、実際に応募する企業そのものも大きく変わりまして、高校生の求人の質も大きく変わりました。その結果、
これまでの学校進路指導のあり方が問われるようになってきました。
理想的な進路指導といわれているような、本人がちゃんと自分で考えて自分の進路、将来を考えて進路を選ぶと
いうようなことは、なかなかできなかったけど、でも失業はさせない。そういう仕組みが大きく崩れていったのが、
バブル崩壊以降の日本の中で起こったことです。
＊新卒市場の特徴とそれを支えた企業行動
ただ、新卒市場というのは、そうやって大きく変化したんですが、新規学卒労働市場が一般市場と別だというの
は、その後もずっと変わりません。
ただ高卒求人倍率をみてみると、バブル景気の、景気のもっとも良かった頃というのは、３．５に近いところまで
求人があって、よりどりみどりという時代があった。それが一気に下がって１９９９－２００１年頃には１．３倍程度。２００３
年にはまた少しずつ良くなって、最近は１．７倍程度まで回復した。こういう状態だと思います。
このような求人縮小の中で、８０年代ずっと続いてきた、学校が斡旋するという仕組みは、大きく変わっていくこ
とになります。
もっとも一般の有効求人倍率と比べれば、どんなに景気が悪いときでも、常に高校生の求人のほうが良かったと
いう事実はあります。こういう状況はずっと変わっていません。これはやっぱり、日本の企業の中には、一般市場
よりも新卒市場、新卒者に対して特別な思い入れがあるという、そういう仕組みがあるからだと思います。
それはどういうことかというと、新卒は時間をかけて育成して、かつポテンシャル重視、訓練可能性重視で採っ
て、新卒に対して本当の即戦力を求めるというよりは、訓練可能性を求める。そういう姿勢というのは、以前から
非常に顕著だったのですが、現在でも、私は基本的には崩れていないんだと思います。
こういう新卒に対しての思いの背景にあるのは、日本型の長期雇用だと思います。その長期雇用の入り口だから
こそ、時間をかけて育てる、訓練可能性で採用して育てる、ということになります。長期にわたる労働力になると
いう前提だから、採用後に教育訓練投資をする。そういう構造なんです。
さらに、新卒というのは、一斉に同じ時期に一括して採るという採用方法です。新卒の賃金相場があって、新卒
だったら大体高卒いくら、大卒いくら、という相場があって、その相場の中で採用します。当然採用すれば、採用
面接でよくできる人、できない人とよくわかるんですが、それでも全員同じ賃金で採用します。
同質の人たちを４月に一斉に採って、で、同じ賃金でスタートさせる。そういう仕組みは、その後につながる長
期にわたる企業内での競争。それが前提とされている。そういう育て方、訓練可能性で採るけれども、育てるとい
うだけではなくて、同期で採って長期に競争させるという仕組みの中だからこそ、新卒というのは特別な位置付け
があって、ずっと一般市場よりは求人倍率が高い。こういう状況が続いています。
バブル景気以前の話では、新卒の育成というのかがなり重視されていましたが、その後、かなり即戦力採用だと
かいろんなことが言われた時期があります。最近また、やっぱりポテンシャルといった話が強くなっていますが。
高卒に対して即戦力を求めるというのは、これは、私が企業ヒアリングをしての印象ですけれども、即戦力を求
めるのは中小企業で、これまであまり高卒を採用していなかったような企業が、高卒がとりやすくなったような時
代に、採用し始めて、一般市場の人たちと同等の能力を求めた一時期があったんじゃないかと思います。
高卒採用をあまりしてこなかったところが高卒採用を始めて、それで、一部の企業が言ったのが即戦力という要
請じゃないか。ずっと高卒採用していたところでは、即戦力というよりは、１８歳の高校生に何ができるかという見
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方があって、長期的な、ある程度育成する労働力という見方をしてたんじゃないかと思います。そういう高校生の
位置付けがあるんです。
＊若年失業率の高さがしめすもの
次は失業率です。８０年代までにできていたのが、学卒の就職の特別な仕組みでした。すなわち今まで述べてきた
ような、高校生を失業させない仕組みのなかで、企業の側でも高校生を育成するという企業が多かったし、あるい
は、高校生への求人が非常に多いという、そういう仕組みが生きていた時代です。
そういう時代ですが、年齢別失業率をとりますと、実は１０代の失業率ってものすごく高いんです。８０年に４％で
すが、８８年には８％となります。ほかの年代の失業率は２－４％です。その後一時失業率は低下しますが、９３年ご
ろから上昇に転じて、９９年には１２％を超える。近年はやや低下して、２００５年は１０％です（４０－５０代は３％程度）。
他の先進諸国の多くは、大体８０年代、いわゆるオイルショック以降だんだんと若年失業率が高くなったところが
多くて、この８０年代っていうのは多くの国で若年失業問題に苦しんでいた頃です。
その中で、日本というのは若年者を失業させないということで、８０年代に OECD の調査団がきて、日本の高卒
就職の仕組みというのは特別で、これはすばらしいものがある。そんな評価があったわけですが、実は失業率を５
歳刻みでとってみると、１０代の失業率ってすごく高いんですよ。でも高いって言っても、このころは誰も問題にし
ませんでした。
この頃、何が言われていたかというと、早期離職。すぐやめる若者。今でも７・５・３っていう形で離職問題が
言われますけれども、このころから離職問題はずっと言われていました。
つまり、高卒就職というのは斡旋のところはうまくやったわけです。学校にくる求職に、ある意味では押し込む
ような側面も含めて。ところが、やっぱりそういう高校生たちは、このころから７・５・３の５割までいっていま
せんが、４割かそれよりちょっと上くらいまで、３年以内の離職率がずっと高いものがありました。結局は早い時
期に辞めるっていう行動があるんですね。
それから、あと１５才から１９才といいますと、中学卒業かあるいは高校中退の人たちですね。高校中退者はこの頃
からずっと毎年１０万人レベルで出ていましたが、学校中退して就職するというのはとても難しい。斡旋の仕組みと
いうのが高校の中にあって、高校卒業するタイミングに斡旋しますから、それに乗れないわけですよね。
しかしその問題を、失業問題として意識しないというところが、非常に日本の特徴じゃないかと思います。組織
的に出口で斡旋しているから、結果として出口では失業させてないということが大きかったのかも知れませんが、
その後の離職を完全に個人の問題、若者側のがまんができないとか堪え性がないとか、そういう問題という風に解
してしまう。それが日本社会の若者への見方の、一つの特徴としてあるんじゃないかと思います。
＊産業構造転換の中での若年者失業問題と日本社会の認識
若年失業問題そのものは、これは先ほど申しましたように、８０年代、７０年代後半から８０年代、深刻な若年失業問
題というのが先進諸国を襲っています。その背景にあるのが、これはよく言われている通りグローバル化。あるい
は、知識基盤社会化。オイルショックの後の社会変化の中で、先進諸国の産業というのが途上国との調整をはかる
なかで、より高学歴者、専門的な技能のある人。そういう人に対して需要が多くなるような、そういう産業構造に
どんどん転化していきました。
その中で若くて学歴の低い、早く学校を離れた人たちが失業しやすい構造というのが、先進諸国に生まれた。そ
の結果として、低学歴、あるいは国によっては資格がない人という言い方もしますが、職業能力がちゃんと証明さ
れない人たちが、失業しやすい。そういう構造が生まれ、拡大した。
日本の場合には、産業構造の転換は同じように進んでいたと思うんですが、それを、学卒の一括採用方式の下で、
企業がポテンシャルで採って長期にわたって人を育てるという日本型雇用慣行が、若年失業を他の国に比べれば、
かなり低い水準に防いでいたと思います。それから、その頃までの景気のよさというのもかなり大きな要素だった
と思います。
こういう世界全体で進んでいる構造産業転換の中で、日本はそのときの景気の問題と、それから日本型雇用慣行
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という、この２つの要素のおかげで、他の OECD 諸国に比べれば低い失業率ですんでいました。若年失業問題が
ほとんど顕在化しない国という形でいたわけです。
ただ、実際には１０代というのは失業率が高かったけれども、これは個人の問題という風にされていて、日本では
若年失業というのは問題ではない。そういう認識をずっと持っていたんじゃないか。そう思います。
＊日本における若年失業問題の顕在化－フリーター・ニート問題
これが変化するのが９０年代以降のことです。先ほどのように失業率という形でも、これ以降、全部の、３０代まで
も含めて若年、若い人たちの失業率というのが、壮年層に比べてかなり高い状態になっていく。年齢が若ければ若
いほど高いという構造がはっきりします。
９０年代後半は、今度は１０代だけでなく、２０代前半層も他の年代よりも失業率が高くなる。こんな傾向が出てきま
す。若い層の就業がどんどん難しくなる。それが２０代前半にまで、かつて１０代であったことが２０代でもおこるよう
になった。こんな状態がこのころあったんではないか。２００３年から先は、景気がずっと回復してきてますので、そ
の影響で失業率は全体に下がっている。ただ壮年層の２倍、３倍という失業率であるということは、それは変わら
ない。構造的に若者のほうが失業しやすい、それはもう、明らかになっているんだと思います。
そういう中で、もう一つ起こってきたのが、失業者と同時にフリーターの話です。フリーターという言葉は１９８７
年に作られた言葉ですが、ここではフリーター以前に雇用形態としてのアルバイト・パートの増加ということが起
きます。
９０年代以降急激に２０代前半層のアルバイト・パート比率が高まります。この頃までに２０代前半では、男性でも女
性でも９割以上９５％位までは、正社員だった。それが、この後大きく変わってきて、現在、女性ですと、大体ピー
クの頃だと正社員が６割、非正社員が４割。男性で、やはり非正社員が３割。こういう状況に大きく変わりました。
２０代前半がまず変わって、それから、最近、２０００年代に入ってからは、だんだんと３０代前半の層まで含めた、２０
代後半から３０代前半層でも、非正社員がどんどん増えるという、こういう変化が起こっています。女性はもともと、
主婦パート層というのがここに含まれますので、もともと高かったのですが、さらに高くなった。こんな状態があ
ります。
このように就業形態が変わって、正社員である若者たちが減ったんですが、それがフリーター問題という風に言
われるようになる。フリーター問題といったときに、最近の認識は違いますが、つい最近までの認識は何だったか
というと、これはやっぱり、意識問題だったんですよね。今も繋がっています。
フリーターの定義を一番最初にしたのは、９０年代初めの「労働白書」です。そこでフリーターっていうのを話題
にしたんですが、そのときはまさに意識問題としてフリーターを扱いました。雇用形態としてパートやアルバイト
で働いている若者というのではなくて、無業だけれどもパートやアルバイトで働きたい若者とかそういう人たちも
入れる。つまり好んでパート・アルバイト。好んで非正社員を選んでる若者達をフリーターという風に定義したわ
けです。
９０年代初めの景気のいい状態ですから、その中でもアルバイトやパートを選ぶ若者たちが増える状態があった。
これは若者たちの意識の問題として正社員を嫌って、正社員から逃走した結果として、よりカジュアルな働き方と
してのフリーターを選ぶという、そういう意識問題として語られていました。
先ほどの、実は存在していた１０代の高失業率をまったく問題にしなかった。２０００年代に入るあたりまで、若者の
仕事への意識の問題で語られていました。若者たちが、ふらふらして働こうとしないそういう問題としてのフリー
ターという捉え方は、２０００年の初めくらいまで続いていたのです。
それが変わったのが、２００３年の若者自立・挑戦プランです。これは政府が初めて作った、若者に対する雇用対策
です。この辺りで、雇用形態としてのフリーターというのが認識されるようになります。そして２００３年にはフリー
ター、あるいは、その後のニート問題も含まれてきますが、若者の就業の機会のほうがないんだ。そちらの問題な
んだという認識が、初めてここで出てくるわけです。この若者自立・挑戦プランのなかの一つの柱が、キャリア教
育だった、ということなのです。
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＊キャリア教育の登場とその問題点－「意識問題」への偏り
やっとキャリア教育の話にきました。フリーター対策としてのキャリア教育の導入。若者自立・挑戦プランの後
継といいますか、その一部として毎年立てられてきたアクションプランの中で、フリーター対策の柱としてのキャ
リア教育というのを導入してきた。そういう経緯があります。
それ以前にも中教審の答申の中でも、やっぱりキャリア教育の導入が必要ってことを言っています。やっぱりそ
れでも、新卒者がフリーター志向が強いので、在学中にキャリア教育をして、フリーター志向をしないようにした
い。そういう文脈です。つまりこの中で語られているフリーターというのは、本人の意識の問題としてフリーター
を選択してしまう高校生に対して、キャリア教育でフリーターを選択させないようにする。そういう色合いが非常
に色濃いものです。
若者自立・挑戦プラン自体は、意識問題から脱して、労働問題として立てられていますが、やはり意識問題の側
面も含んでいます。文科省から出された、キャリア教育というのが、どうしても、文科省の政策というのが高校生
に働きかける政策なので、高校生の意識問題という形になりがちです。
そこで、かなりキャリア教育についてのイメージが出来上がったのが、キャリア教育というのは職業観教育で、
その職業観を、望ましい職業観を身につけさせるために、インターンシップで職場体験などをさせながら身につけ
させよう、ということになりました。
ただ、文科省がこれを全面的に出したかというと、そうでもないんですよね。文科省のキャリア教育に関する総
合会議のなかのキャリア教育の定義というのは１、ちゃんとみれば、そういった意味ではない。これは昔から言わ
れているキャリアの定義なのですが、生涯にわたって遂行する様々な役割の連鎖。それは基本的には、職業的な役
割の連鎖ですが、しかし職業っていうのはそれだけで成り立っているわけではなくて、それ以外の生活、学ぶこと
とか、あるいは子供としての役割とかいろんな生活の中で選択されるものですから、むしろ職業だけではなくて、
様々な立場、全体の連鎖というのをキャリアという風に考える。
そういうキャリアの中で、そこで、分かりにくい表現ですが、自分が働くことと生活との関係。あるいは、働く
ことをどう価値付けるか。そういう意識ですね、キャリア意識といいますか、その累積がキャリアである。実際の
役割と、それから役割について出てくる価値観とかそういうものを含めて全体をキャリアという、こういう定義で
す。
そこで言われているキャリア教育というのは、こういう自分たちが将来にわたって自分のキャリアを築いていく
ために、それを支援する。それにふさわしい意欲や態度や能力を育てる教育であると、定義されているんです。
ただ、これが文部科学省から報告の概要版とかワンフレーズで出てきたときには、職業観教育という形で出てき
てしまったんですね。職業観という言い方をすると、この中の意欲等に集中してしまうんですが、実際には能力と
いう側面も、この総合会議の中ではきちんと語られていた。どういう能力を育成すべきかという議論もちゃんとさ
れていたものだったのですが、表に出たときには、職業観中心になってしまって、若者の問題をなんとか観とか、
なんとか意識で語りたがる日本の風潮の中で、急速にキャリア教育、職業観教育というこの図式が広まってしまっ
たんですね。
これにとどまっている限り、やはりキャリア教育というのは、非常に限定的なものになってしまっている。あえ
て、この長岡大学でキャリア教育をやるということは、この教育というものを外から眺める、まさに、教育学者が
いない、そういうところから眺めるということは、この図式から離れることができる。そういうキャリア教育論が
できるのではないかという風に、今、期待しています。
＊諸外国におけるキャリア教育の展開から学べること
 ドイツ
さて、そこで、ちょっと諸外国という話を、他の国との比較という話で見てみたいと思います。他の国で、就業、
職業の前段階の準備として、学校教育の段階で何をしているのか。
１文部科学省「キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力者会議報告書」２００４年
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ドイツの場合には、デュアルシステムという非常に良く知られた仕組みがあります。前期中等教育（日本の中学
相当）を修了した後にパートタイムの就学があります。
この就学のほうは義務なんですが、企業の中での職業教育訓練を受けます。それは企業の中で就業体験するので
はなくて、ちゃんとした教育プログラムといいますか、訓練プログラムをうけます。それは法律で、この職業に就
くためには、こういった訓練が必要だということが、きちんと整理されていまして、そのプログラムにのっとった
教育を企業の中でする。そういったものです。
企業の中での、現場の実際のニーズに沿った形での教育訓練と、それから理論的な学校での学習を、例えば、週
２日学校、週３日企業という形で、基本は大体３年間ぐらいのコースですが、そこで能力形成をするような、日本
の高校段階にあたるような、位置付けの教育を実施しています。
それから、そういう教育に入る前にですね、前期中等教育の最後の２年間で、労働科という科目があって、その
教科の中で、あるいは、それ以外の教科教育の中ででもやられるんですが、産業界・労働界についての知識、自己
の能力や職業的展望を学びます。
これはなぜかというと、このデュアルシステムに入るときには、本人はある意味職業選択をしなくちゃいけない
んですよね。どの企業で訓練をするのか。デュアルシステムの訓練席に応募することは一種の就職活動です。その
訓練席を獲得する就職活動をしなければならない。
それ以前には当然、世の中にどんな労働があって、どんな働き方があって、そのために何が必要で、あるいは自
分自身がなにをできるのか、どういう方向性が考えられるのか。そういう、今の日本のキャリア教育で言われてい
ることですが、そういうことを当然義務教育の中でやるわけです。
そういう方向付けがあった後で、教育訓練を受ける。こういうプログラムが用意されています。つまり、意識啓
発と言っても、実際に労働界のことを知って選択ができるような意識啓発をする。そしてこの中では、やっぱりイ
ンターンシップ的な企業の中での体験というのは必ず含みこまれています。そして、ここで実際の職業教育を受け
る。こんな仕組みになっています。
 イギリス
イギリスの場合も、１４才～１６才、これは義務教育の最終年代ですが、その２年くらいにわたって、キャリア教育
ガイダンスというようなプログラムが必ず含まれて、本人がキャリアを探求し、自分のキャリアをマネジメントで
きるような、そういう能力をつけるための教育プログラムが用意されています。
それに加えて、この段階で実際に働くことを中心にして－これは新しく入ったプログラムですが－実際に働くこ
とから体験的に学ぶというプログラムと、それから、働くことについて学ぶ、働くこととはどういうことなのか、
あるいは、労働者個人を守るための法律なども含めてですね、労働者として必要なことを学ぶ。
それから、働くためにはどのような能力が必要か、働くために必要な、たとえば、数学とか理科とか、そういう
ものが、将来の自分にどう必要かということを、働くことのために、じゃぁ数学をしなければいけない、そういう
理屈付けまで学ぶ。
そういう、能力形成みたいなプロセスがはっきりあります。そしてイギリスの場合には、働くために必要な能力
として、キースキル（key skill）というのが出されていて、今の産業界で働くためには、例えばどういうコミュニ
ケーション能力が必要だとか、そういうキースキルというようなものも、定義されている。こういう仕組みが出来
上がっている。これもみんな義務教育の中で行われます。
 アメリカ
それから、アメリカでは、やっぱり州によっては違いがあるのですが、基本的には、やはり学校を離れる前にで
すね、義務教育段階で必ず、将来の進路を選べるような基本的な教育をする。これが生徒指導とミックスしたよう
な形で出てきます。具体的には、やや生徒指導的な、毎日ちゃんと学校に来るようにとか、そういうところが強い
んですが、そういう学びがやっぱりある。
それから、これは、その後につながるんですが、高校段階修了後にさらに、プラス２年くらいの教育課程を考え
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て、その中で能力形成をする。テックプレップっていうのが一番有名な制度なんですけれども、高校段階とつなげ
る形で、２年のコミュニティカレッジなどでの職業教育がつながっていて、アカデミックな勉強と職業教育とを統
合していくっていうのが基本的なアイディアになっています。やはり、職場での経験っていうのが、このテックプ
レップの訓練の中では重視されている。
言いたかったことは何かというと、職業観というような意識、というところに焦点を置くのではなくて、実際に
産業社会がどうなっているのか、職業社会がどうなっているのかを教えることが重要です。それからそこで必要な
能力はなにかということに対して、きちんと気づかせること。自分で将来のキャリアをマネジメントしていくため
に必要なことは何か。そういう発想からプログラムが組み立てられる。そういう教育を諸外国ではやろうとしてい
るということです。
当然、労働者としての権利義務とか、どうやって自分のキャリアを守るかとか、そういう話も出てくるし、いわ
ゆる日本のハローワークにあたるようなところを実際に使ってみる経験とか、そういったことも全部プログラムの
中に組み込まれる。義務教育を離れた後に一人で仕事が探せる。そういう能力を身につける。それが、組み込まれ
ています。
キャリア教育といったときに、どこまで含むか。国々によってキャリア教育という言葉の使い方が違うし、それ
ぞれの歴史があるんですが、職業の準備段階で必要なこととしては、キャリア教育という言葉に囚われずに、多く
の人たちが最後に学ぶ学校までに何をしなければならないか。そういう発想で捉えることが大事だと思います。
それをキャリア教育という言葉で言ってもいいし、職業教育という言い方をしてもいいんですが。日本の場合に
は、中卒の人もいますけれども、高校が最後の学歴段階になる人が多い。その最後の学歴段階になるところで、一
体どういう能力を身につけて、何ができなければいけないか、何を身につけておくことが本人の将来のキャリアに
とって役に立つのか。そういう発想で、高校教育の中で、色々なプログラムというのを考えていくべきではないか、
という風に思います。国際比較という視点では、キャリア教育そのものというよりは、その辺の思想を比較するこ
とが大事じゃないかなと思います。
＊日本モデル・デュアルシステムの行き詰まり
日本の９０年代までの教育モデルというのを示すと、学校の中で、ほとんどの人が高校を卒業していくという前提
で、基礎学力をつける部分と、専門高校では特に職業教育というのをプラスでやっている。こういう学校の中での
教育があって、そして企業は企業で、OJT、OFF－JT を組み合わせた、人を育てる教育をする企業が多い。この
２つの教育の間を就職斡旋が結ぶと、こんな感じでやってきた。この出口のところをうまくやって、企業社会に入
れない人を作らないように斡旋する。これが９０年代までの日本モデルじゃないかと思います。
デュアルシステムと呼ばれるドイツやスイスなどにあるモデルでは、その中で前期中等教育、中学校段階で基礎
学力的なことをやると同時に、この段階でキャリア教育、本人が自分の将来機会を得るための労働科がある。これ
は一種の OFF－JT です。そこでキャリア教育（職業教育的な部分を含めて）を実施する。そして、職業学校での
基本的な職業教育といっても、理論的には職業教育とそれから、OFF－JT と OJT を組み合わせたような企業の
中での訓練生としての教育。この二つを組み合わせて企業に入っていく。こういうプログラムがある。
日本型とデュアルシステムとこの二つが、８０年代には若者をうまく育てるモデルとして、OECD の文献なんか
では評価されていました。ここにあるのは、教育というプログラムが、企業内の OFF－JT、OJT という教育と、
学校の中での教育と、これがうまく組み合わされて、その中で教育訓練を受けながら、若者たちが一人前になって
いくような、そういうプログラムでした。
これが、大きく変わってしまって、現在の日本というのが、先ほど高校生の就職のところで言いましたように、
この中をすんなり来るという人が、大体６割くらい、それも途中から離脱していく人を入れれば、もっともっと少
なくなるんですが。少なくとも最初の就職でここにこのプログラムにのる人が６割くらいで、４割くらいの人たち
は最初っからここに入りきれないということになりました。
ドイツのほうも実際にはいろんな問題があって、この訓練をしてくれる企業がどんどん少なくなって、この訓練
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に入れない若者がどんどん増えてとか、そんな問題があって、決して向こうのデュアルシステムがうまくいってい
るわけではありません。うまく若者たちを訓練するというプログラムは、どの国でも結構難しくなっています。
特に、これは、日本の新卒求人の状況ですが。最近の景気回復で、先ほど求人倍率が上がってきたのをちょっと
見ましたけれども、求人倍率上がったといっても、大卒のほうの変化と比べると、かなり違いがあるんですね。求
人数そのものも、大卒の求人数は２００７年卒でバブル期並み、２００８年卒、今内定が決まっている人たち、あるいは２００９
年卒なんていうと更にもっと多いといわれています。
＊労働市場の変化と高卒求人の質的変化－求人格差の顕在化
大卒への求人の急激な拡大に対して、高卒求人というのはじわじわと拡大してきた。一応拡大はしてきているん
ですが、量的なものがまったく違います。
かつて景気がいい頃というのは、高卒求人が１６７万人に対して大卒が８７万人。１対２だったんですね、高卒のほ
うが倍あったんですよ。２００７年のこの現状でいくと、今、高卒１に対して大卒４くらいの感じです。まったく逆転
しまして、労働力需要は大卒求人のほうに移っている。こういう状況があります。
こういう、高学歴者に対して求人が集中するというのは、先ほどの産業構造の変化がそのまま現れているという
状況です。そうするとですね、高校の役割というのは変わってきているんじゃないか。確かに良くなってきていて、
内定を取れるようになっています。それでもやはり、相対的には、かなり条件の面では、決して良いとばかりは言っ
ていられない。
新潟は、比較的地元の産業が堅調なんで、地元の中で就職できるという構造はあるんですけれども、職種的には、
製造現場の仕事にどんどん限られている。特に男子の高校生ですと、６割くらいは確か生産工程の仕事に入ってい
ると思います。女子でもそれがどんどん増えている。もちろん、生産工程の仕事は大事だし、それはすごくいいと
思います。しかし物を作る以外の仕事を、なかなか選びにくくなっている。
それから、ものを作る仕事の中でもですね、相対的に規模の大きいところが少なくなっています。特に、新潟の
場合には中小企業の就職が非常に大きいので、中小企業のほうが多くなるんですが、その中でも、能力開発をよく
やってくれるような優良中小企業というよりは、キャリアを築きにくいようなところが多くなってきている。
これは、東京都内でやった調査なんですが、東京都に住む若者、２０００人を対象にやった調査です２。そこで２００１
年と２００６年に同じような調査をして、調査対象者たちが高校を離れてからどんなキャリアを歩いてきたかを比較し
ています。
高卒で学校を離れた人たちの、例えば２００１年は、１８才～１９才の人の場合には、ずっと非正社員というのが一番多
くて、三割強。ほかの形態から正社員と、ずっと正社員でやってきたという人たちが同じで各 ２々７％位。２５才、す
こし前に学校を離れていった人たちは、正社員をずっとやってきた人が多くて約半数。他の形態から正社員が２５％
位。ずっと非正社員は９％程です。
若い人ほど、初めから正社員になれていない人が多いので、正社員でずっとやってる人が少なくなる。非正社員
の人が多いのですが、ただ、だんだんと正社員に変わるというような傾向でした。
これに対して大卒のほうはどうかというと、２００１年、景気がまだ良くなかった頃ですが、それでも、大学を卒業
したばかりの２４才の人の６割余りが正社員しか経験してないという結果です。ということは、高卒と大卒で、やっ
ぱり市場が全然違いまして、大卒のほうが正社員になりやすいということです。また、非正社員一貫という人は、
２００１年調査の場合はそれほど多くない。
＊非正規雇用の拡大と学歴間格差の拡大
次に２００６年調査と２００１年調査を比べますと、非正社員しかしたことの無い人たちが増えています。高卒の１８－１９
才では六割近くが非正社員しか経験していない。最初っから正社員は１７－１８％程で、２００１年より１０ポイント近く減っ
ている。さらに、正社員に変わるという人も、前に比べたら、少なくなってしまった。高卒で就職した人たちが、
２『大都市の若者の就業行動と移行過程』日本労働研究・政策機構２００６年
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ずっと非正社員のままでいるっていう状況が、じわじわと増えてきてしまっている。
高校生の場合、就職環境は確かに良くなっているはずなんですが、キャリアにしてみると、正社員で一貫してと
いう人がどんどん減ってしまっていて、かつ途中で正社員になる人も減っていっている。どうも非正社員の市場の
中にずっと閉じ込められたままの人が増えている感じがあります。
東京と新潟ではかなり違うでしょうけれども、東京では、やはり非正社員の職場が非常に多い地域ですから、非
正社員率が高くなります。学歴と非正社員の関係というのは、低学歴層が非正社員のままで、ずっといるってこと
が多くなっている。これを更に大卒と比べてみますと、大卒の場合には、余り変わっていないんですね。特に、大
卒は２００６年、景気が良くなったため、正社員一貫が更に増えて、６６％位になっている。
結果的に学歴間の格差がかなり大きくなったんじゃないかと思います。キャリアとしての差、大卒だと正社員に
ずっと居るという人が増えているのに対して、高卒では、そうでない人がどんどん増える。こういう感じがありま
して、高卒のキャリアというのは、就職時点で求人が良くなった、ということだけでは片付けられない。就職率で
も求人は増えてはいるけれども、質が変わっている。そのなかで、たぶん、早期離職は相変わらずおこる。キャリ
アとしてみると、なかなか安定的な、食べていける仕事に就けない人たちが結構出てきてしまっている。こういう
状況が、東京だけでなく、地方都市でもやはりあるのではないか。製造業集積があるところでは、製造業に入った
若者というのは安定的な働き方の比率がちょっと高いんですけれども、サービス・販売系に入った高卒の場合は
やっぱり、離職率が高くて、例えば、新潟市のようにですね、サービス・商業系の職場が中心の土地だと、やはり
東京に近いような状況があるんじゃないかなと思います。
＊非正社員であることの問題点
非正規社員であることの何が問題か。これは、いわずもがなだと思いますが、例えば収入を比べてみました。収
入を比べてみると、やはり圧倒的に違います。これはよく言われているんですが、正社員の年収、これは１８才～２９
才のざくっとした平均ですけど、アルバイト・パートが、正社員の約半分です。
そういう構造が男性でも女性でも存在します。年収そのものが少ない。ただ、労働時間も少ないので、時間比例
給、ようするに時給に換算すると、ちょっと違いが小さくなりますけれども、８４０円対１９９０円くらいですけれども。
収入が少ない。
これは、今日の話ではちょっと余談になりますが。２００１年の時の格差と、２００６年の格差というのを、時間当たり
収入で比べると、格差が縮まっているという結果になったんです。東京の１８～２９才の若者たちの雇用形態別に、時
間当たり収入を比べてみると、正社員１００に対してアルバイト・パートは６５ということで、２００１年に比べると、格
差は縮まっているという結果になっているんですが、この回復はなにかなと思ってよく見ると、正社員労働時間が
長くなった、というのがその理由だったのです。そういう意味では、正社員が長時間労働がひどくなったので、年
収にすれば格差が小さくなったというので、決していいことではなかったと思いますが。
こうした数字を見ると、非正社員になることというのは、ひとりではなんとか食べていけるけれども、結婚して
子供を作ってというような、家庭をもてるような状態ではないといえます。
それから、これは先ほどみたこととは違う質問項目なんですが、フリーターから正社員にはなかなかなれなくなっ
た。これは、本人が正社員になろうとしたかの行動から見た結果ですが、年齢計でみますと、２００１年の調査では、
フリーターをしたことがあるという人たちが、大体対象者の中で半分くらいなんですが、その中で７３％が正社員に
なろうとして、結果として、全体の中の５５％が正社員になることが出来ました。２００６年の調査では、正社員になろ
うする人が、そもそも半分に減ってしまったし、それから、正社員になれたという人も、３割に減ってしまった。
こういう結果がでました。
高卒者は正社員になれなくなったと同時に、学歴別に見ると大卒者に比べて、正社員になろうとしてないし、な
れなかったという結果が出ています。正社員になれないだけではなくて、なろうとしなくなっているということな
んですよね。なろうとしなくなったというのは、フリーターから正社員になろうとした際にどんなことを考えたか
というと、やっぱり学歴が低いということが、かなりハンデになったんだということです。
たとえばある事例では、２２才の男性ですが、たぶん大学を出ていない２２才なんだと思います。なかなか雇っても
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らえない、という実態があります。それからまともに学校を出ていない、これはたぶん中退した人なんでしょうね、
非常に苦労したというか。そういう、学歴とか資格とかスキルとか、資格をとっても、という話もありますが、そ
ういう低学歴で学校を離れたことで、なかなか、社会に評価されない。
今日の文脈の中では、一番上の、就業機会そのものが、やはり制限されてしまっているという状態。これがある
んだろうということです。それが、一方で本人たちの意欲を妨げてしまう。努力しても、結局資格までとっても、
やっぱりだめなのか。そういう事実を突きつけられた中で、正社員になろうとするという行動もとらなくなる。そ
ういうことがあったんではないかと思います。
＊従来型就業システムの崩壊
高校生の就職斡旋にみられた組織的な斡旋で失業者を出さないというようなやり方は、今、かなりバランスが崩
れてしまい、安定的な就業に移行させる機能はかなり低下してしまった。
また求人の偏在が未充足求人を生むケースもある。例えば、東大阪では非常に求人が多いにもかかわらず、未充
足になっている。東大阪に移動してきてくれる若者がいないからです。また企業の方でも、８０年代までは中小企業
も結構、寮とか持ってたりしたんですけど、今もうほとんど寮っていうものも手放しちゃって持ってないんで、高
校生を寮に入れることも出来ない。結果的に地方の高校生を採用したくても出来なくなっている。企業がこれまで
高校生を採らなくなった過程の中で、かつて持っていたインフラを手放してしまって、あるいは実際に寮等を持て
るだけの余力が無くなってしまって、地方からの高校生を獲得できなくなっているということもあります。
＊学校の就職指導に乗れない生徒たち
実際に今、求人が増えてきて、無業であるいはフリーターで卒業する生徒は、減ってはいるんですが、やっぱり
一部の高校では、相変わらず出している。それはどういう生徒かというと、基本的には学校の就職活動に乗れない
ような生徒です。具体的には、行動に問題があるとか、あるいは学校の成績が非常に危ない、卒業の見込みが立た
なければ、斡旋できませんので、卒業できるかどうかボーダーラインの生徒。都市部では、特にこれが多いです。
都市の高校ほど、高校が層化されてますので、特定の高校は、相変わらず中退がごそっと出るし、あるいは卒業
の見込みが立たない生徒がごそっと出る。そういうところでは、就職に向けて、ピアスを外せとか茶髪を戻せとか
言っても、効果がない。そういう指導も聞かないような生徒が、ある特定の高校に偏在する。そういう構造もある。
そういう中で、全体として、かつてのように、ほとんどの人たちをうまく乗せるという仕組みから、高校の中でも、
乗れる人と乗れない人が分かれる。乗れる高校、乗れない高校が分かれるという、差が広がっている状態があると
思います。
＊企業内訓練の縮小
一方、企業内訓練が圧縮されている。企業によっては相変わらずちゃんと教育訓練しますと言ってくれています
が、中小であればあるほど、教育訓練期間が短くなったり、あるいは、製造業系はまだやっているんですけれども、
サービス系なんかですと、すごく短い期間で、一人前に仕立ててしまおうとするところがあります。
教育訓練にも、選択と集中が起こっていて、なかなか教育訓練を受けられない層が出てくる。非典型雇用は教育
訓練の枠外というところが多いです。最近は、ちょっと変わってはきてますけれども、非典型雇用に対する教育訓
練のありかたは、正社員で採ったものとは違う。かつての学校の中で、基礎基本、そして斡旋をうまくやって、企
業に入って、ほとんど若者たちにはちゃんと訓練の機会がある。そういう構図はずんぶん崩れていて、そこから漏
れ落ちてしまう若者が、かなり増えてきてしまう。こういう状態だと思います。
＊諸外国の事例を通じて考える
① ドイツ：デュアル・システムの行き詰まり
これが、日本の状態ですけれども。かといってドイツなどのデュアルシステムも、実は問題を持っていて、そう
うまくはいっていないんですよね。ドイツは職種別労働市場で職業により細分化された市場になるわけです。日本
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でいえば高校段階以前に職種を決めて、その職種の訓練を一生懸命するわけですから、そうなると、今度は産業構
造の変化についていけない。技術革新にうまく対応できない。そういう問題が出てくる。企業は教育訓練負担が大
きいので、訓練席という教育訓練のため雇用枠を作らなくなってしまう。そういうような問題を抱えている。こう
いう状態に対して、今、ドイツも苦しんでいます。
② スウェーデン・アメリカ：高等教育促進策
かつて、８０年代に、優等生といわれていたところがなかなかうまくいっていないんです。それ以外の道をとった、
スウェーデンとかアメリカ型といわれているのが比較的うまくいっていると、いわれています。
それは、高等教育を多様化させて、そちらへの進学を促進し、高等教育の中で、職業教育とアカデミックな教育
というのを統合する、といった方向性です。これは、知識基盤社会化を前提にして、高等教育促進策をとっている
国です。スウェーデンやフィンランドなどがそうえいます。
しかし、なかなか難しいのは、高等教育にどんどん進めると、今度は、アカデミックな教育からの脱落者が増え
るという問題が起こる。アメリカでは、高校でアカデミック中心にしていくと、脱落が３割もでる事態になってい
るし、大学についても６年以内に修了できるものが５割しかいないといいます。こういう実態が生まれている。世
の中が必要としているのは高等教育卒業者だから、じゃぁもっと高等教育に進めるようにして、高等教育の中で職
業について教育をちゃんとしていこう、と、そういう思想で始めても、実はついていけない生徒っていうのはたく
さん出てきてしまったということだと思います。
スウェーデンでも、実は、高校を所定期限で卒業できない者が３割に達しています。スウェーデンの高校は昔は
ドイツ型のデュアルシステムだったのですが、これをやめて、アカデミックな方向に変えていきました。アカデミッ
クな方向に変えていくと、結果としては卒業できない生徒をどんどん生んでしまう。アカデミックな教育というの
は、実は脱落者が多い。それが、高等教育の方にスライドさせた結果起こっていることです。
日本の場合も、どんどん大学に送っているのですが、これらの国との違いは何かというと、卒業が容易というこ
とだと思います。その結果、今、単位の実質化、つまりはちゃんと勉強させようというような議論が中教審でも出
ているようです。
日本は、全体としてはアカデミック重視の方向に走って、高等教育へ進学させているんですが、今度は高等教育
の卒業段階で、実は能力がないんじゃないかということが、指摘されている。今、どうやって高等教育卒業生に能
力をつけるかというのが、大学教育審議会の中の大きな話題になっています。
＊高等教育促進策からのゆり戻し
今、アメリカの中では、高等教育にあまり進めすぎたのではないかという、ゆり戻しの議論が起こっているとい
います。実は、アメリカの中でも、現実の労働市場では、高等教育を要しない仕事があって、そういう仕事で労働
力不足が起こっている。高等教育、高等教育と言って、そちらにいったけれども、実は高等教育についていけない
生徒がたくさんいるし、現実を見れば、実は労働力不足はこういうところで起こっている。この二つ、高等教育に
ついていけない人たちと、労働力が不足している現場を統合するような仕組みが必要ではないか、という議論がさ
れている。
それから、スウェーデンの中では、キャリア教育でやりたいことを喚起して、それで高校を脱落しないように、
そういう接続をはかってきたのですが、そうすると、やりたいこと重視だと、結局は最終的に、労働市場の需要と
接続しないことになってしまうんですね。
日本でもそうですけど、例えばアニメとか、そういう学科がどんどん拡大することになります。若者たちの志向
だけを追っかけていくと、やりたいこと、芸術とかそういうところにどんどんいってしまう。そうすると、今度は、
高等教育を卒業した段階での労働需要と接続しないという事態が起こる。
それも問題だというので、スウェーデンでは、今、労働需要とやりたいことをどうやって接続させるかというの
が課題になっておりまして、現実の労働市場についての情報を高校段階、中学段階に伝えて、やりたいことという
意欲喚起と、世の中が必要としていることとの接点を拡大しようという、そういう変化がおこっている。
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キャリア教育の方向としては、イギリスでもアメリカでも出てきているのですが、「働くことについて学ぶ」、「働
くために学ぶ」、「働くことを通して学ぶ」という整理がされてきているようです。「働くために学ぶ」とうことで
は、これをイギリスではキースキルという表現をしていますが、働くために必要な能力というのをはっきり抽出し
て、これを身につけることが大事だということを示し、それのためのプログラムを作っている。「働くことを通し
て学ぶ」というのは、アカデミックな科目の勉強がなぜ必要なのか、それを現場での経験を通して学ぶ。こういう
実際の職場で必要なことを体験し、労働需要との接点を拡大する中で、教育を見直そうという、そういう動きが起
こっています。
＊キースキル：「働くための」能力
イギリスの中等教育では、キースキルですね、キースキルというのは、コミュニケーション能力その他、こうい
うものがキースキルだとされていますが、高校中学段階で、これを身につけることが、職業には重要だとされて、
学校教育の中に入ってきています。
このキースキルという概念が、私はこれから日本のキャリア教育といいますか、職業に入るまでの教育の中で、
大事な接点だと思っています。
人間の能力を整理すると、上のほうが知識・技術・技能など。その下に態度・行動様式のレベルがあって、その
すぐ下に自己概念や価値観が来る。そして一番根元に性格・動機付けがある。
この中間の態度・行動様式や自己概念・価値観あたりが、キースキルと表現されているものです。学校の中で具
体的に伝授されるものではないけれど、その具体的な伝授の中でコミュニケーション能力とか、思考力とかをつけ
る。そういう考え方です。
このキースキルというのが、言い方を変えれば、コンピテンシーということになります。この部分の能力・基礎
力・コンピテンシーを教育プログラムの中に展開するというのが、今、アメリカでも起こっていますし、イギリス
では、先ほどのキースキルのところではっきり示されています。
職業能力として、実際にハンダ付けをするとかの技能をつけることとは別に、２１世紀型の社会の中で必要な職業
能力としての、コミュニケーション能力とか論理的思考力とか、そういうものが意識されています。それを教科教
育の中で伝えていく、そういう流れが起こっています。これは、実は日本の中でもすでに進展しているのではない
かと思います。
＊日本におけるキャリア教育
 文部科学省のキャリア教育が求める能力
文科省が２００４年に「キャリア教育の推進に関する総合的調査研究協力者会議報告書」を出しました。この報告書
の中で職業的な発達のためには、次のような能力が必要だと指摘しています。
すなわち、①コミュニケーション・自他の理解、②人間関係を形成する能力、③情報を探索する能力や役割を認
識して計画を実行するような能力、④意思決定選択をして課題を解決する能力。こういった能力は文科省のキャリ
ア教育の中でも、実は中等教育の中で、身につけるべき能力として挙げられているんですよね。
この分は、実は非常に大事なんですけれども、職業観教育といわれていたときに、ほとんどの人が目にしないま
ま終わってしまった部分だと思います。
 厚生労働省の若年就業基礎能力
あるいは、これは厚労省が出している YES プログラムという、若年就業基礎能力。就業と言っても、事務・営
業系の仕事につくためには、こうした能力が必要ですということで、これは、企業調査を元に、企業が採用のとき
に、どういう能力が必要かという調査を元に、抽出した能力です。
読み書き、計算、数学的思考力、社会人常識、ビジネスマナー、こういった軸があって、それでコミュニケーショ
ンとか、応用コミュニケーション能力がどのくらいとか、それを評価しましょうというプログラムです。これは、
先ほどのコンピテンシーのレベルの能力にあたります。
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 経済産業省の社会人基礎力
また経済産業省の出している、社会人基礎力も同じ観点から出されているものです。これも、企業調査を元に抽
出してきたもので、企業が採用にあたって、若者に求めたい能力です。主体性とか、課題解決力、ストレスコント
ロールなど上がっていますが、やはり、知識技能というよりは、もう少し下の、態度、行動様式というレベルの能
力です。
 中央教育審議会「学士力」
さらに、ごく最近、学士力というのが中教審の中間報告に出ています。一番上に知識・理解がありますが、その
下の汎用的技能というものの内容は、コミュニケーションスキルであり、数量的スキルであり、それから、情報リ
テラシー、論理的思考能力、チームワーク、こうしたものです。まさに職業生活に必要なものになっています。
以上さまざまな能力に共通しているものには、イギリスのキースキルに通じるものがあります。こういう能力、
行動様式、態度というところまでおりた能力を、教育プログラムのなかでしっかり意識して、それを身につけるた
めの教育をする。これが、今、たぶん先進諸国に共通した、先進諸国型の産業社会に共通した課題なんじゃないか
と思います。
 企業の中のコンピテンシー：タケダの事例
これは、実は企業の中でも、コンピテンシーとして人的資源管理の中にも入っている、それとも共通してくるも
のではないかと思います。たとえばタケダの事例３をみると、たとえば、折衝、交渉にあたるときの態度、どの程
度のことをしているか、をいくつかのレベルに分けて表現して、本人の行動がどのレベルかを評価する仕組みになっ
ています。企業の中でもすでにこうしたコンピテンシーレベルの評価が行われています。
企業の中のコンピテンシーというのはこういうものなんだと思いますが、実はこれに共通しているものが、これ
まで見てきたさまざまな能力理解にもあると思うんですね。暗黙知レベル、あるいは、議論されないところにあっ
たものを、見える形で、見える部分については、見える形で整理して、能力として整理する。こういうことが企業
社会でも起こっていています。
企業社会のコンピテンシーが教育の中で議論されているコンピテンシーに、そのままイコールでつながるとは思
いませんけれども、基本的な発想は、どちらにも共通しているんだと思います。何が必要かをしっかりと明らかに
して、明示して、そのためのプログラムをつくる。それが今、教育に求められていることなんじゃないかと思いま
す。
＊企業が高校生に求めているもの
高校生の採用を、２０００年代に入るとばたばたとたくさんの企業が辞めたんですが、２００３年の日本労働研究機構の
調査によると、辞めた理由が次のようになっています。
大企業のほうが辞めた理由というのは、業務の高度化、つまり業務自体が変わったとか、海外事業の展開とか、
アウトソーシングとか、そういった構造的な変化が多い。
中小企業が辞めたときの理由というのは、遂行能力や心構えとか、仕事意欲とか、こんなところが出てくるんで
すよね。結局、何を鍛えて欲しいかというのは、目の前の技能としての半田付けというような話ではなくて、職務
遂行能力、心構えなどです。つまり先ほどのコンピテンシーに当たるような部分。情報をしっかり理解して整理し
たり、あるいは、人の言っていることをちゃんと理解して、それに対する対応ができるとか、そういうレベルのこ
とがかなり、実は求められているのではないでしょうか。
＊今後求められるキャリア教育のあり方
今後どういうキャリア教育が必要かということで、私が提言するとしたら、基本的には中等教育卒業後に、うま
３高橋俊之「タケダの成果主義とその課題」『日本労働研究雑誌』No．５５４、２００６年
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く職業の世界と接続することが大事だということです。もちろん高等教育に進学させて、その後に接続というのも
あるんですが、まず、高校卒業時点での接続が大事です。
今までお話した基礎力的なものをはっきり明示して、求められる質をはっきり明示する。その中で高卒の質を保
証するような、教育プログラムが必要なんじゃないか。
質の明示というのが、抽象的な、例えばコミュニケーション能力という話ではあるんですが、それをやはり明示
する。そして地域の中で、地域の産業界と連携しながら、現場の中ではどういう風にそれが必要なのかということ
を体験するような、仕組みが必要です。
では、そういう体験的なものの中で何を学ぶのか。それが今ですと、インターンシップというと、働くことの大
切さとかそういう表現になりますが、もっと具体的に教えることが大切です。
すなわち、働くことの中でいったい何が重視されているのか。例えば、納期までにきちんと納めることとか、そ
ういうことが大事だとか、それなどは、完全にこの基礎力の中の一部になると思いますが、働く社会の中で求めら
れているものを、基礎力の様な形で明らかにして、それを教育プログラムとして示していく必要があるんじゃない
かと思います。
それを、キャリア教育、職業教育という文脈に落とすならば、他の国で言われているような、働くために学ぶ。
働くことについて学ぶ。あるいは、働くことを通じて学ぶ。それらを整理して、ワーク・ベースト・ラーニング
（W.B.L）、働く場での学びをちゃんと設計する。地域の労働力需要との接続をはかるプログラムを作る。こんな方
向性が、これまでとは違うといいますか、職業観教育にとどまらないキャリア教育というのは、こういうものが必
要なのではないかと思います。
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